
１　募集要項

1 16 3 4 (3) イ （ク） a 一時支払金

2 17 3 4 (3) イ （ク） a 一時支払金
※２ 仮契約書（案）別紙４-１の「施設整備業務費」のうち、調理備品調達業務、食
器・食缶等調達業務、事務備品調達業務、備品等調達業務、配送車両調達業務に係る
費用を控除した金額

※２ 仮契約書（案）別紙４-１の「施設整備業務費」のうち、調理備品調達業務、食
器・食缶等調達業務、事務備品調達業務、配送車両調達業務に係る費用を控除した金
額

２　要求水準書

1 目次 - - - - - - 配付資料 － 配付資料9「排水路付替計画図」

2 9 1 3 (5)
敷地の概要

インフラ状況
南側:ガス本管 中圧200Ａ
東側:ガス本管 低圧150Ａ

資料2「既存インフラ現況図（ガス）」参照

3 11 1 3 (7) イ (ｷ) a 事業概要 令和６年度 令和７年度

4 65 6 2 (1) ウ f 調理員用トイレ 緊急呼び出し装置を設けること。 削除

5 66 6 2 (2) ア c 市職員用トイレ 緊急呼び出し装置を設けること。 削除

6 67 6 2 (2) イ d 来客用トイレ 緊急呼び出し装置を設けること。 削除

7 68 6 2 (2) ウ f 調理員用トイレ 緊急呼び出し装置を設けること。 削除

8 68 6 2 (2) ウ b 調理員用休憩室 男女別に確保すること。 削除

9 68 6 2 (2) ウ c 調理員用休憩室 給湯設備及び流し台設備を設置すること。設置台数は事業者の提案とする。 削除

10 資料8 - - - - - - 資料 資料8「前並調理場土壌改良工事整地計画図」 資料8「前並調理場外1施設解体工事整地計画図」

３　審査基準

1 6 2 3 (2) ア （カ） (2)
その他に関する提

案
(2)災害対策 (3)災害対策

2 6 2 3 (2) ア （カ） (3)
その他に関する提

案
(3)地域経済の活性化 (4)地域経済の活性化

3 6 2 3 (2) ア （カ） (3)②
その他に関する提

案

 ※１　様式４-４①初期調達費見積書に記載した「4 建築工事」「5 電気設備工事」
「6 空調設備工事」「7 給排水・衛生設備工事」「8 昇降機工事」「11 土木工事」
及び「12 附帯工事」の見積額の合計額とする。

 ※１　様式４-４①初期調達費見積書に記載した「4.建築工事」「5.電気設備工事」
「6.空調設備工事」「7.給排水・衛生設備工事」「8.昇降機工事」「10.事務備品」
「12.土木工事」「13.附帯工事」及び「15.解体工事（調査関連・解体設計・工事監
理を除く）」の見積額の合計額とする。

旧 新No 頁 大項目 小項目

項目等

項目等

旧 新No 頁 大項目 小項目

春日井市西部地区新調理場整備・運営事業
募集要項等の修正に関する新旧対照表

新No 頁 大項目 小項目 項目等 旧

 項目 内容 

一
時
支
払
金
（
Ａ
＋
Ｂ
）
※
１ 

Ａ 学校施設環境改善交付金

対象経費 

（１，４８８，９３８千円） 

Ａ = ａ１ + ａ２ + ａ３ 

ａ１ 学校施設環境改善交付金相当額＝（７４４，４６９千

円） 

ａ２ 起債（交付金対象額分）=（Ａ－ａ１）×90％＝（６７

０，０２２千円） 

ａ３  その他 = Ａ- ａ１-ａ２＝（７４，４４７千円） 

Ｂ 学校施設環境改善交付金

対象外経費※３ 

Ｂ =｛（対象となる施設整備業務費※２の合計額）－ Ａ｝

×75％ 

 項目 内容 

一
時
支
払
金
（
Ａ
＋ 

Ａ 学校施設環境改善交

付金対象経費 

（１，４８８，９３８千円） 

Ａ = ａ１ + ａ２ + ａ３ 

ａ１ 学校施設環境改善交付金相当額＝（７４４，４６９千円） 

ａ２ 起債（交付金対象額分）=（Ａ－ａ１）×90％＝（５９５，５

７５円） 

ａ３  その他 = Ａ- ａ１-ａ２＝（１４８，８９４円） 

Ｂ 学校施設環境改善交

付金対象外経費※３ 

Ｂ =｛（対象となる施設整備業務費※２の合計額）－ Ａ｝×75％ 
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春日井市西部地区新調理場整備・運営事業
募集要項等の修正に関する新旧対照表

４　様式集（概要説明）

1 3 2 4 (1) ウ
提案内容に関する

提出書類
５－１　提案概要　Ａ４縦　１　ＰＤＦ ５－１　提案概要　Ａ４縦　適宜　ＰＤＦ

５　様式集

1 4-4① 見積書 －
（追加）
11.　調理備品、食器・食缶等

2 6-18
その他に関する提

案
（カ）その他に関する提案
(2) 災害対策（Ａ４縦長　１枚以内）

（カ）その他に関する提案
(3) 災害対策（Ａ４縦長　１枚以内）

3 6-19①
その他に関する提

案

（カ）その他に関する提案
(3) 地域経済の活性化　① 市内事業者の育成・市内雇用の創出（Ａ４縦長　１枚以
内）

（カ）その他に関する提案
(4) 地域経済の活性化　① 市内事業者の育成・市内雇用の創出（Ａ４縦長　１枚以
内）

4 6-19②
その他に関する提

案
（カ）その他に関する提案
(3) 地域経済の活性化　②市内企業の活用（Ａ４縦長　１枚以内）

（カ）その他に関する提案
(4) 地域経済の活性化　②市内企業の活用（Ａ４縦長　１枚以内）

5 6-19②
その他に関する提

案
 ※１　「市内企業」とは、春日井市内に本店又は支店を有する者とする。  ※１　「市内企業」とは、春日井市内に本店を有する者とする。

6 6-19②
その他に関する提

案

※３　様式４-４①初期調達費見積書に記載した「4.建築工事」「5.電気設備工事」
「6.空調設備工事」「7.給排水・衛生設備工事」「8.昇降機工事」「9.厨房機器」
「10.事務備品」「11.土木工事」「12.配送車両」及び「13.解体工事（調査関連・解
体設計・工事監理を除く）」に係る見積額の合計額とする。

 ※３　様式４-４①初期調達費見積書に記載した「4.建築工事」「5.電気設備工事」
「6.空調設備工事」「7.給排水・衛生設備工事」「8.昇降機工事」「10.事務備品」
「12.土木工事」「13.附帯工事」及び「15.解体工事（調査関連・解体設計・工事監
理を除く。）」に係る見積額の合計額とする。

６　仮契約書（案）

1 2 7条 1項 本事業の概要
事業者は、本件施設等を対象とする施設整備業務、及び本件施設を対象とする開業準
備業務、維持管理業務業務及び運営業務とこれらに付随又は関連する一切の事業によ
り構成される本事業を行う。

事業者は、本件施設等を対象とする施設整備業務、及び本件施設を対象とする開業準
備業務、維持管理業務及び運営業務とこれらに付随又は関連する一切の事業により構
成される本事業を行う。

2 2 8条 1項 本事業の事業方式
…事業者は、本件契約等に定めるところに従い、開業準備業務及び維持管理・運営期
間にわたり、本件施設の維持管理業務・運営業務を遂行するものとする。

…事業者は、本件契約等に定めるところに従い、開業準備期間及び維持管理・運営期
間にわたり、本件施設の開業準備業務及び維持管理業務・運営業務を遂行するものと
する。

3 3 9条 1項
本件施設用地等の

使用
事業者は、本事業期間中、施設整備業務を遂行するために必要と市が認める範囲にお
いて、市の所有する本件施設用地等を無償にて使用することができる。

事業者は、本事業期間中、本件業務を遂行するために必要と市が認める範囲におい
て、市の所有する本件施設用地等を無償にて使用することができる。

4 5 19条 4項 契約保証金

…保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技
術を利用する方法であって、当該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた
措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券を寄託した
ものとみなす。

…保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技
術を利用する方法であって、当該履行保証保険契約の相手方が定め、市が認めた措置
を講ずることができる。この場合において、事業者は、当該保険証券を寄託したもの
とみなす。

5 16 40条 6項
建設関連業務のモ

ニタリング

…市は、事業者が提案書類等（様式集 様式6-15）において提案した、建築工事費等
のうち市内企業への発注額が占める割合（建築工事費等のうち市内企業への発注額/
建築工事費等）を達成できなかった場合には、事業者に対し違約金を請求することが
できる。

…市は、事業者が提案書類等（様式集 様式6-19②）において提案した、建築工事費
等のうち市内企業への発注額が占める割合（建築工事費等のうち市内企業への発注額
/建築工事費等）を達成できなかった場合には、事業者に対し違約金を請求すること
ができる。

6 19 47条 1項
本件施設等引渡予

定日の変更
…当該引渡予定日の変更について、当該引渡予定日の30 日前までにその理由を明示
し、変更を請求し協議を求めることができる。

…当該引渡予定日の変更について、当該引渡予定日の30 日前までに（ただし、その
後に引渡予定日における引渡しが困難な事由が発生した場合は直ちに）その理由を明
示し、変更を請求し協議を求めることができる。

旧 新No 頁 大項目 小項目

項目等

項目等

No 頁 大項目 小項目

No 頁 大項目 小項目 項目等

旧 新

新旧
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春日井市西部地区新調理場整備・運営事業
募集要項等の修正に関する新旧対照表

7 27 67条 5項
異物混入・食中毒

等

ただし、事業者がその責めに帰すべき事由によるものでないことを明らかにした場合
又は原因究明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が明らかにならない場合で、
かつその結果に関し市の承諾を得た場合は、当該損害は市が負担し、事業者は負担を
免れるものとする。

ただし、事業者がその責めに帰すべき事由によるものでないことを明らかにした場合
又は原因究明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が明らかにならず、その結果
に関し市の承諾を得た場合は、当該損害は市が負担し、事業者は負担を免れるものと
する。

8 29 73条 1項
本件業務の終了に
伴う引継資料等

事業者は、本件契約が終了したとき、その終了事由の如何にかかわらず、市に対し、
設計図書、その他施設整備業務に関する書類に関する書類…

事業者は、本件契約が終了したとき、その終了事由の如何にかかわらず、市に対し、
設計図書、その他施設整備業務に関する書類…

9 33 80条 1項

開業準備業務期間
中又は維持管理・
運営期間中の解除
の効力等

…（本件契約の全部又は一部が解除されたのが維持管理・運営期間の初年度の場合
は、維持管理・運営期間の１年度分のサービス対価Ｂ（固定料金）及びサービス対価
Ｂ（変動料金）の合計の７か月分相当額並びにサービス対価Ｃの合計額）

…（本件契約の全部又は一部が解除されたのが維持管理・運営期間の初年度の場合
は、維持管理・運営期間の１年度分のサービス対価Ｂ（固定料金）及びサービス対価
Ｂ（変動料金）の合計額並びにサービス対価Ｃの合計額）

10 42 107条 6項
支払額及び支払額

の算定方法
６ 事業者は、本件契約の効力発生後直ちに、請負人等をして、秘密情報を漏らさな
い旨の誓約書（前項の内容の確認を含む。）を市に提出させなければならない。

６ 事業者は、本件契約の効力発生後直ちに、請負人等をして、秘密情報を漏らさな
い旨の誓約書（第1項、第2項、第4項及び第5項の内容の確認を含む。）を市に提出さ
せなければならない。

11 43 107条 7項
支払額及び支払額

の算定方法

７ 事業者は、前項の請負人等が更に業務の一部を他の第三者に委託等を行う場合に
は、当該受託者をして、当該第三者に守秘義務を負わせ、当該第三者をして秘密情報
を漏らさない旨の誓約書（前項の内容の確認を含む。）を市に提出させなければなら
ない。

７ 事業者は、前項の請負人等が更に業務の一部を他の第三者に委託等を行う場合に
は、当該受託者をして、当該第三者に守秘義務を負わせ、当該第三者をして秘密情報
を漏らさない旨の誓約書（第1項、第2項、第4項及び第5項の内容の確認を含む。）を
市に提出させなければならない。

12 44
別
紙
1

用語の定義
「事業者」とは、株式会社●●●●をいう。本事業を遂行することを目的として優先
交渉権者によって会社法（平成17年法律第86号）に定める株式会社●●●●として設
立された新会社（特別目的会社）である。

「事業者」とは、本事業を遂行することを目的として構成企業が会社法（平成17 年
法律第86 号）に定める株式会社として設立する新会社（特別目的会社）をいう。

13 54
別
紙
4-1

2 (1) ①
支払額及び支払額

の算定方法
施設整備業務のうち、解体業務費用を除いた施設整備に係る対価の一部を一括支払金
して、当該部分の引渡し完了後、請求を受けた日から30 日以内に支払う。

施設整備業務のうち、解体業務を除いた施設整備に係る対価の一部を一括支払金し
て、当該部分の引渡し完了後、請求を受けた日から30 日以内に支払う。

14 54
別
紙
4-1

2 (1) ②
支払額及び支払額

の算定方法

施設整備業務費のうち上記サービス対価Ａ１（Ａ１－１及びＡ１－２）を除いた額と
し、本件施設の引渡し後から本事業期間の終了までの間、割賦方式にて支払う。令和
11 年度以降、年４回、計60 回払いとする。

サービス対価Ａのうち上記サービス対価Ａ１（Ａ１－１及びＡ１－２）を除いた額と
し、本件施設の引渡し後から本事業期間の終了までの間、割賦方式にて支払う。令和
11 年度以降、年４回、計61回払いとする。

15 55
別
紙
4-1

2 (1) ②
支払額及び支払額

の算定方法
・ 基準金利の確定は、本施設の引渡日の２営業日前（銀行営業日でない場合は、そ
の前銀行営業日）

・ 基準金利の確定は、本施設の引渡日の２銀行営業日前

16 56
別
紙
4-1

3 (2)
支払額及び支払額

の算定方法

③ 提供給食数の定義

④ 提供対象者数及び提供給食数の保証

① 提供給食数の定義

② 提供対象者数及び提供給食数の保証

17 58
別
紙
4-1

4
 サービス対価の改

定及び変更
２. サービス対価の改定及び変更 ４. サービス対価の改定及び変更

18 58
別
紙
4-1

4 (1) ① イ
 サービス対価の改

定及び変更

市又は事業者は、アの規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（サービ
ス対価Ａから当該請求時の出来形部分に相応するサービス対価Ａを控除した額をい
う。以下同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出し
た変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残工
事代金額の1000分の15を超える額につき、サービス対価Ａの変更に応じなければなら
ない。

市又は事業者は、アの規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（サービ
ス対価Ａから当該請求時の出来形部分に相応するサービス対価Ａを控除した額をい
う。以下同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出し
た変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残工
事代金額の1000分の10を超える額につき、サービス対価Ａの変更に応じなければなら
ない。

19 58
別
紙
4-1

4 (1) ① イ
 サービス対価の改

定及び変更

Ａｔ－Ａ０＞Ａ０×1.5％の場合
変更後のサービス対価Ａ＝Ａ０ ×（Ｐt／Ｐo – 0.015）
Ａｔ－Ａ０＜Ａ０×－1.5％の場合
変更後のサービス対価Ａ＝Ａ０ ×（Ｐt／Ｐo ＋ 0.015）

Ａｔ－Ａ０＞Ａ０×1％の場合
変更後のサービス対価Ａ＝Ａ０ ×（Ｐt／Ｐo – 0.01）
Ａｔ－Ａ０＜Ａ０×－1％の場合
変更後のサービス対価Ａ＝Ａ０ ×（Ｐt／Ｐo ＋ 0.01）
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4 (1) ① イ
 サービス対価の改

定及び変更
※２　指標とは、「建設物価（一般財団法人建設物価調査会）」の名古屋の建築費指
数（確定値）における「標準指数：工場Ｓ」の「工事原価」とする。

※２　指標は以下のとおりととする。
①直接工事費及び共通費などの直接工事施工に必要となる費用：
「建設物価（一般財団法人建設物価調査会）」の名古屋の建築費指数（確定値）にお
ける「標準指数：工場Ｓ」の「建築」及び「設備」（電気設備工事、空調設備工事、
給排水設備工事）
②厨房機器調達業務に係る費用：日本銀行統計調査局による企業物価指数 「生活関
連産業用機械」
③調理備品調達業務に係る費用：日本銀行統計調査局による企業物価指数 「その他
工業製品」
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4 (1) ① エ
 サービス対価の改

定及び変更
この場合においては、アで「本事業の募集公告日」とあるのは「直前の本規定に基づ
く、基準とした日」とするものとする。

この場合においては、「Ｐo ：本事業の募集公告日の属する月の指標」とあるのは
「Ｐo ：直前のサービス対価Ａの変更を請求した月の指標」とするものとする。
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4 (2)
 サービス対価の改

定及び変更

なお、物価改定は前回改定時の属する月の指標（令和８年度及び９年度については事
業者が本事業の参加者として市に提出した提案書類等を市が受領した日の属する月の
指標）（小数点第２位以下の端数は切り捨て））を ＣＳＰＩｘ-1 として算定する。

なお、物価改定は前回改定時の属する月の指標（令和11年度については本事業の募集
公告日の属する月の指標（小数点第２位以下の端数は切り捨て））を ＣＳＰＩｘ-1
として算定する。
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4 (2)
 サービス対価の改

定及び変更
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4 (2)
 サービス対価の改

定及び変更
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2
減額ポイントに応

じた減額
減額措置が決定した際に、すでに対象となる期間のサービス対価の支払いが行われて
いる場合には、算定された減額分を次期のサービス対価より差し引く。

減額措置が決定した際に、すでに対象となる期間のサービス対価の支払いが行われて
いる場合には、算定された減額分を次期のサービス対価より差し引く。なお、直前１
年間について減額ポイントの合計が２点以下であった場合には、減額ポイントが５点
を超過したした時に救済措置として２点を減算できるものとする。本救済措置は、１
回適用されるごとにリセットされることとし、リセットされた日を起点とした１ 年
間について減額ポイントの合計が２点以下であった場合に適用される。

区分 業務 指標 

サービス対価Ｂ 

（固定料金） 

維持管理費相当額  企業向けサービス価格指数「建物サービス」 

（日本銀行調査統計局）  

運営費相当額 企業向けサービス価格指数「労働者派遣サービス」 

（日本銀行調査統計局）  

 

区分 業務 指標 

サービス対価Ｂ 

（固定料金） 

維持管理費相当額  企業向けサービス価格指数「建物サービス」 

（日本銀行調査統計局）  

運営費相当額 地域別最低賃金（愛知県） 

（厚生労働省）  

 
区分 業務 指標 

サービス対価Ｂ 

（変動料金） 

１食単価  企業向けサービス価格指数「労働者派遣サービス」 

（日本銀行調査統計局）  

 

区分 業務 指標 

サービス対価Ｂ 

（変動料金） 

１食単価  地域別最低賃金（愛知県） 

（厚生労働省） 
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